
事業名 担当課・室名

ＤＶのない社会づくり推進事業 県民生活・男女共同参画課 2 / 6

人権啓発推進事業 人権・同和対策課 3 / 6

同和対策推進事業 人権・同和対策課 4 / 6

人権教育連携推進事業 人権・同和教育課 5 / 6

市町村人権教育推進事業 人権・同和教育課 6 / 6

施策名：人権を尊重する社会づくりの推進
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C

（単位：千円）

コスト ２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

総コスト 13,065 12,915 15,074

事業費 3,065 2,915 5,074

（うち一般財源） 3,065 2,915 5,074

人件費 10,000 10,000 10,000

職員数（人） 1.00 1.00 1.00

２８年度 評価

200

22

２８年度 評価

600

事務事業評価調書
（事業実施年度：平成２７年度）

（評価実施年度：平成２８年度）

事業名 ＤＶのない社会づくり推進事業 事業期間 平成 １８ 年度～平成 年度
政策区分 人権を尊重し共に支える社会づくりの推進

施策区分 人権を尊重する社会づくりの推進

県民生活・男女共同参画課長　後藤　素子

［１．現状・課題、目的］

現状・課題

　配偶者やパートナーからの暴力、性犯罪、セクシュアル・ハラスメントなど、
特に女性に対する暴力が女性の人権を侵害する社会問題となっており、暴力の根
絶と男女の人権尊重に向けた取組や、ＤＶ被害者を保護するための相談、保護、
自立支援など切れ目のない取組が課題となっている。

事業の目的
　暴力を容認しない意識を広く社会に浸透させるとともに、相談や自立支援など被害者支援
体制を充実し、男女それぞれの人権を守る環境づくりを図る。

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 県民生活・男女共同参画課 評価者

活動指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度

100.0% 126.7%

［２．事業内容］

活動名及び活動内容 事業実施年度における効率化の取組状況

①ＮＰＯとの協働によるＤＶ啓発研修
　　ＤＶ被害者の早期発見や支援のためのＤＶ防止基礎研修の開催（６回）
②若年者向けＤＶ予防啓発
　　若年者向けのデートＤＶ防止セミナーの開催(中学4校、高校8校、大学4校、教員対象3校）
③女性に対する暴力をなくす運動
　　市町村での街頭キャンペーンの実施（１８市町村にて実施）
④ＤＶ被害者の自立支援
　　自立期のＤＶ被害者への住宅家賃等、託児費用の助成

最終達成
(　　年度)

今後の課題

ＤＶ相談員等研修会参加者数
（人）

目標値 180 200

a ・課題に応じた研修内容の充実
・デートＤＶ防止セミナー未実施の学校への啓発

実績値

15 19
達成率

195 187
達成率 108.3% 93.5%

［３．事業の成果］

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(　　年度)

デートＤＶ防止セミナー開催
（校）

目標値 15 15
実績値

事業の成果

配偶者暴力相談支援センター
相談件数（件）

　ＤＶ根絶のための推進体制が整備され、迅速な通報・相談しやすい体制づくりや
婦人相談所、警察などの関係機関との連携が図られたことにより、男女の人権が尊
重され、暴力のない、誰もが安心して暮らすことができる社会づくりが推進され
た。

実績値 504 485

達成率 77.2% 68.6%

目標値 653 707

c

今後の事業方針

・これまでの実績や社会情勢の変化に対応した第４次大分県ＤＶ対策基本計画の策定
・デートＤＶ防止セミナー未実施の学校に対する啓発
・ＤＶ相談員等の研修会を継続して実施し、被害者支援体制を充実
・潜在的なＤＶ被害者を相談に結びつけるため、街頭キャンペーンなどを実施し、一層の事業周知や啓発を強化

［４．今後の方向性等］

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止
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A

（単位：千円）

コスト ２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

総コスト 51,525 52,150 49,267

事業費 25,525 26,150 23,267

（うち一般財源） 6,064 8,291 4,878

人件費 26,000 26,000 26,000

職員数（人） 2.60 2.60 2.60

２８年度 評価

8,000

150

２８年度 評価

750

今後の事業方針

・広く県民に啓発するため、手法を工夫しつつ多様な媒体を活用
・個々の事業実施にあたり、他部局・市町村・民間団体と協力・協働し効率化を推進
・法務省の重点課題を積極的に取り上げ

［４．今後の方向性等］

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止

　ガレリア竹町での開催も３年目となり、客足が途絶えることなく、また障がい者
スポーツの紹介など新たな催しも好評で、満足度や関心・理解の深まりについての
参加者アンケートで高評価を得た。
　例年大分市での開催であったが、広く県民の参加を得るため、今後は大分市以外
で、市町村と共同での開催も取り入れる。

実績値 3,450 3,000

達成率 104.5% 100.0%

目標値 3,300 3,000

a

［３．事業の成果］

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(　　年度)

人権サッカー教室参加者数（人）
（スポーツ組織との連携・協力）

目標値 80 80
実績値

事業の成果

フェスティバル参加者数（人）

達成率 100.0% 100.0%

最終達成
(　　年度)

今後の課題

差別をなくす運動月間
ポスター・チラシ配布数（枚）

目標値 8,000 8,000

a
・法務省が重点を置く啓発課題が子ども・障がい者・外国人・インターネットとな
り、委託費も削減されていることから、経費配分の見直し、より効率的・効果的な
実施が必要
・法務省の意向もありサッカー教室は複数地域での開催を検討

実績値

81 83
達成率

8,000 8,000

［２．事業内容］

活動名及び活動内容 事業実施年度における効率化の取組状況

①人権啓発フェスティバルの開催
　多様なイベントを通し気軽に人権に触れ人権を考える機会を提供（大分市ガレリア竹町）
②差別をなくす運動月間の取組
　同和問題ほか差別解消に向けた啓発を８月に集中実施（ポスター・チラシ、県民講座等）
③マスメディアを活用した啓発
　新聞広告３回、ラジオ広告１本、ＣＭ放映（ＴＶ、映画館、街頭ビジョン、YouTube）
④スポーツ組織と連携・協力した啓発
　トリニータ小学生人権サッカー教室、Ｊ２リーグ戦会場での啓発

対応人員を削減
　①フェスティバル当日対応
　　Ｈ２６：１５人→Ｈ２７：９人
　④サッカー教室当日対応
　　Ｈ２６：５人→Ｈ２７:２人

活動指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度

101.3% 103.8%

人権・同和対策課長　池辺　伸一

［１．現状・課題、目的］

現状・課題

　同和問題をはじめ子ども、女性、高齢者、障がい者に関する人権問題は後を絶
たず、近年はインターネット上の人権侵害、ヘイトスピーチなどの外国人に関す
る問題、ＬＧＢＴへの注目など県民の人権意識向上を喚起すべき事項は多岐にわ
たっている。

事業の目的
　様々な手法や媒体を活用して人権啓発を行うことにより、全ての県民が人権の尊重を日常
生活の習慣として身につけ実践する文化を構築し、人権が尊重される社会を作り出す。

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 人権・同和対策課 評価者

事務事業評価調書
（事業実施年度：平成２７年度）

（評価実施年度：平成２８年度）

事業名 人権啓発推進事業 事業期間 平成 ９ 年度～平成 年度
政策区分 人権を尊重し共に支える社会づくりの推進

施策区分 人権を尊重する社会づくりの推進
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A

（単位：千円）

コスト ２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

総コスト 9,208 9,208 9,208

事業費 8,208 8,208 8,208

（うち一般財源） 8,208 8,208 8,208

人件費 1,000 1,000 1,000

職員数（人） 0.10 0.10 0.10

２８年度 評価

22

65

２８年度 評価

1,500

今後の事業方針

・引き続き、同和問題の解決に向けて、対象地域住民に対する当事業を継続

［４．今後の方向性等］

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止

　生活等相談事務、自主活動支援事務、自立活動基盤整備事務を実施することに
よって、同和対策の推進に資する事業の円滑かつ効果的な推進がなされ、差別意識
解消が図られている。

実績値 1,533 1,381

達成率 109.5% 92.1%

目標値 1,400 1,500

a

［３．事業の成果］

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(　　年度)

研修会等の開催回数（回）
目標値 65 65
実績値

事業の成果

研修会等参加者数（人）

達成率 100.0% 100.0%

最終達成
(　　年度)

今後の課題

生活相談事務の開催回数（回）
目標値 22 22

a ・適宜、委託先の当事者団体との確認協議等により、事務内容の見直し

実績値

73 69
達成率

22 22

［２．事業内容］

活動名及び活動内容 事業実施年度における効率化の取組状況

①同和対策推進事業委託事業
　対象地域住民に対して下記事務を実施
　　生活等相談事務：生活相談を受け、地域ニーズを把握
　　自主活動支援事務：自立意識向上のための研修会等実施
　　自立活動基盤整備事務：自立に向けた担い手を育成
　委託先：部落解放同盟大分県連、全日本同和会大分県連

活動指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度

112.3% 106.2%

人権・同和対策課長　池辺　伸一

［１．現状・課題、目的］

現状・課題
　同和問題における心理的な差別は依然として残っており、また、就労状況にお
いて不安定な状況にあるなど、就労対策、産業の振興、教育・啓発等の非物的事
業が課題となっている。

事業の目的

　旧地域改善対策事業対象地域住民に対する同和問題を早期に解決する。
※同和問題の解決は国の責務であると同時に国民的課題であり（同対審答申）、大分県人権
尊重社会づくり推進条例に基づき策定された人権尊重施策基本方針においても県が取り組む
べき人権課題としている。

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 人権・同和対策課 評価者

事務事業評価調書
（事業実施年度：平成２７年度）

（評価実施年度：平成２８年度）

事業名 同和対策推進事業 事業期間 昭和 ５５ 年度～平成 年度
政策区分 人権を尊重し共に支える社会づくりの推進

施策区分 人権を尊重する社会づくりの推進

- 4 -



B

（単位：千円）

コスト ２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

総コスト 3,440 3,697

事業費 940 1,197

（うち一般財源） 940 1,197

人件費 2,500 2,500

職員数（人） 0.25 0.25

２８年度 評価

85.0

85.0

２８年度 評価

80.0

今後の事業方針

・人権8課題及び新たな個別人権課題（性同一性障がい、ヘイトスピーチ問題等）に対応した人権教育の推進
・人権教育確立推進事業（Ｈ２４～Ｈ２６）で普及した体験的参加型学習の手法等を踏まえ、校種間の連携を推進
・小・中・高の一貫した指導計画を策定することによる系統的な人権学習の実践
・人権教育連携推進指定研究（2年間）の研究発表会で、連携した授業や教育課程の在り方の具体を示し、校種間連携を促進

［４．今後の方向性等］

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止

　他校種との互見授業が進み、自校の人権教育学習の内容について改善しようとす
る教員が増えた。また、発達段階を踏まえた指導内容を意識するようになり、各校
種において系統的な人権学習の実践が進んだ。

実績値 81.3

達成率 116.1%

目標値 70.0 80.0

a

［３．事業の成果］

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(２８年度)

新たな個別人権課題についての研
修を受けた教員の割合（％）

目標値 80.0 85.0
実績値

事業の成果

小・中・高の学習のつながりを意
識した教育課程の作成に取り組ん
だ学校の割合（％）

達成率 81.0%

最終達成
(２８年度)

今後の課題

他校種との研修会（授業研究会、
情報交換会等）に参加した教員の
割合（％）

目標値 80.0 85.0

b

・指導計画の定着に向けた、各学校の校内研修での指導
・体験的参加型の手法を生かした授業の深化
・人権尊重の視点を意識した授業実践
・新たな人権課題の未実施学校への指導
・推進校で実施した人権教育授業の資料を全県立学校に提供

実績値

91.6
達成率

64.8

［２．事業内容］

活動名及び活動内容 事業実施年度における効率化の取組状況

①人権教育連携推進指定研究
　児童生徒の発達段階に配慮した小・中・高における一貫性・系統性のあるカリキュラムの構築
　と具体的な指導方法の確立
　指定校：別府教育事務所管内（杵築高校・宗近中学校・八坂小学校）
　　　　　中津教育事務所管内（高田高校・都甲中学校・都甲小学校）
②新たな人権課題研究推進校
　新たな人権課題及び従来の個別人権課題についての年間指導計画の策定、学習指導案及び資料
　の作成

・研究指定校の年間指導計画作成へ
の指導助言
・児童生徒の実態把握のためのＱＵ
テスト実施
・研究指定校の提案授業へ指導助言

活動指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度

114.5%

人権・同和教育課長　甲斐 順治

［１．現状・課題、目的］

現状・課題

　人権尊重のための実践的行動力育成に向け、取組内容や課題を明確にし、校種
間連携を確立することが課題となっている。また、新たな人権課題(性同一性障
がい、ヘイトスピーチ問題等)にも対応するため、発達段階に応じた指導内容精
選と小・中・高で一貫した人権教育年間指導計画の策定が必要である。

事業の目的
  人権教育確立推進事業（Ｈ２４～Ｈ２６）で普及した体験的参加型学習の手法等を踏ま
え、校種間の連携を確立し、小・中・高で一貫した指導計画を策定することで系統的な人権
学習の実践を目指す。

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 人権・同和教育課 評価者

事務事業評価調書
（事業実施年度：平成２７年度）

（評価実施年度：平成２８年度）

事業名 人権教育連携推進事業 事業期間 平成 ２７ 年度～平成 ２８ 年度
政策区分 人権を尊重し共に支える社会づくりの推進

施策区分 人権を尊重する社会づくりの推進
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A

（単位：千円）

コスト ２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

総コスト 7,633 6,585 7,674

事業費 2,633 1,585 2,674

（うち一般財源） 1,660 1,585 1,692

人件費 5,000 5,000 5,000

職員数（人） 0.50 0.50 0.50

２８年度 評価

72

２８年度 評価

今後の事業方針

・市町村人権教育推進講座により養成したファシリテーター（人権問題講師団）の活用を促進し、さらなる学習機会を提供
・２８年度以降の成果指標は、市町村人権教育推進講座により育成した人権問題講師団の活用回数に見直し

［４．今後の方向性等］

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止

　市町村の社会教育における人権教育を推進する立場の者に対する研修を行うこと
により、資質向上及び新たな指導者の養成を行うことができた。また、講師派遣事
業により、市町村の支援と県民の人権意識の高揚を図ることができた。

実績値 198 215 215

達成率 114.5% 112.6% 112.6%

目標値 173 191 191

a

［３．事業の成果］

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(２７年度)

目標値
実績値

事業の成果

ファシリテーター累計養成数
（人）
（※２７年度までの指標）

達成率 161.1% 148.6%

最終達成
(　　年度)

今後の課題

講師派遣回数（回）
目標値 72 72

a ・市町村の人権学習講座等の内容の充実と参加者の確保
・市町村における講師の活用促進

実績値

達成率

116 107

［２．事業内容］

活動名及び活動内容 事業実施年度における効率化の取組状況

①市町村人権教育推進講座
　市町村の社会人権教育の担当者、指導者を対象とした講座（3コース、9回）
②人権教育主管課長・担当者研修会
　市町村教育委員会人権教育主管課長と担当者を対象とした研修会（1回）
③人権教育講師派遣
　学校、公民館、社会教育関係団体等の人権研修への講師派遣（107回）
④社会人権・同和教育実践交流会
　県、市町村、関係団体職員等の資質向上を図るための実践交流会（3回）

・実践交流会に学校、関係団体、地
域住民等幅広く参加を要請

活動指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度

人権・同和教育課長　甲斐 順治

［１．現状・課題、目的］

現状・課題
　県内には様々な人権問題が存在し、さらにインターネットによる人権侵害など
新たな問題も発生している中、「人権に関する県民意識調査」によると県民の
47.1％が年に1回も人権に関する学習をしていない。

事業の目的 　県民（社会人）の人権意識の高揚を図る。

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 人権・同和教育課 評価者

事務事業評価調書
（事業実施年度：平成２７年度）

（評価実施年度：平成２８年度）

事業名 市町村人権教育推進事業 事業期間 平成 ２３ 年度～平成 年度
政策区分 人権を尊重し共に支える社会づくりの推進

施策区分 人権を尊重する社会づくりの推進
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